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地域情報プラットフォームと
自治体情報システムの抜本改革
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総務省情報通信政策局
地方情報化推進室長　
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地域情報プラットフォームとは

 データの構造及び定義の標準

 業務ＡＰの単位（粒度）及び内容の標準

 各ＡＰのインターフェースの標準

 通信プロトコル、メッセージ等の標準

 システム連携に関する技術の標準　　等

　アプリケーション間で、システム連携及び
　データ連携等を可能とするルール（標準）

（例）
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標準化にあたってのポイント

１．業務の見直し

　 ⇒ EA（Enterprise Architecture）
２．システムの見直し

　 ⇒ SOA（Service-Oriented Architecture）

☆地域情報プラットフォームへの準拠により

　システム改革だけでなく業務改革をも実現
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BPMアプリ

ＰＦ通信標準仕様

認証アプリ

ＰＦ通信標準仕様 ＰＦ通信標準仕様

統合DB

ＰＦ通信標準仕様

運用監視アプリ
･･･

ＰＦ通信機能ＰＦ通信機能ＰＦ通信機能ＰＦ通信機能

業務アプリ

住民ポータル
アプリ

ＰＦ通信機能

ＰＦ通信標準仕様

電子申請
アプリ

ＰＦ通信標準仕様

住民基本
アプリ

ＰＦ通信標準仕様

業務標準仕様 業務標準仕様

･･･

ＰＦ通信機能 ＰＦ通信機能

サービス基盤

ｱｰｷﾃｸﾁｬ標準仕様
（BPM機能）

ｱｰｷﾃｸﾁｬ標準仕様
（認証機能）

ｱｰｷﾃｸﾁｬ標準仕様
（運用監視機能）

業務標準仕様

共通アプリ

ｱｰｷﾃｸﾁｬ標準仕様
（統合DB）

自治体ＬＡＮ

ＰＦ通信機能

業務標準仕様 ＰＦ通信標準仕様 ｱｰｷﾃｸﾁｬ標準仕様
業務アプリの
機能・データの標準

業務アプリの連携に必要な
プロトコル等の標準

業務アプリの連携に必要な
共通機能等の標準

◇地域情報プラットフォームの適用イメージ◇

追加
アプリ

ＰＦ通信標準仕様

業務標準仕様

ＰＦ通信機能
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○○市○○市

民間企業△△市

2) アウトソーシング
1) カセッタブル化　　

（マルチベンダ化）

○○市

・ベンダ間の競争環境が確保さ
れることで「良いものを安く」
調達するための選択肢が増え
る

・ＡＳＰの活用などによりアウ
トソーシングしたシステムを、
複数自治体が共同で利用しや
すくなる

アウトソーシング
センター

3) サービス連携

・電子自治体を組込んだワンス
トップサービスなど、より便
利なサービスの検討が可能に
なる

ワンストップサービス

◇地域情報プラットフォームに期待する効果（イメージ）◇

Ｂシステム
（X社製）

Ｂシステム
（Ｙ社製）

Aシステム Bシステム Cシステム

Ｂシステム

高付加価値サービス
ポータル

Aシステム Bシステム Cシステム

Ｅシステム
Ｄシステム Ｆシステム

Aシステム
（X社製）

Bシステム
（X社製）

Cシステム
（X社製）
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・地域情報プラットフォームを活用することで、自治体の業務システムの全体最適とレガシー改革を促進
・標準化された電子自治体システムは、他自治体や民間企業等との連携を可能とする情報インフラに

他自治体

地域組織
ＮＰＯなど

ＩＤＣ
民間企業
など

◇地域情報PFを用いたシステム連携の展開の方向性◇

自治体

現状
　現状では様々なシステムが混在し、
重要なデータも散在、混乱している。
　システム間のインタフェースも十分
に取れない。

　 地域情報プラットフォーム標

準に従って、業務システムを整
理、連携させることで全体最適
化を実現する。

　標準インタフェースを介して、他組織
と連携してサービスを提供。
　ＡＳＰなどの他組織が提供するサービ
スの利活用も容易になる。

次世代 地
域
情
報
Ｐ
Ｆ

【電子自治体】 【地域情報化】

フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３
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◇地域情報プラットフォームの標準化スケジュール◇

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度～

基本説明書 標準仕様 V2.0

Ａ
Ｐ
Ｐ
Ｌ
Ｉ
Ｃ

　　　　　　　地域情報プラットフォーム
　　　　　　　　　　　　　　実装推進

標準仕様 V1.0

　　　地域情報プラットフォームの検証

　　　地域情報プラットフォーム仕様検討

Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｔ

　　研究開発事業（ユビキタスプラットフォーム技術の開発）

連携

実証実験 実証実験

 国の施策とＡＰＰＬＩＣの活動の連携により全国的な標準化を推進

 ＡＰＰＬＩＣの技術専門委員会の活動

自治体システムのマルチベンダ化を可能とするような標準化

自治体を中核としたシステム連携を可能とするような標準化

 この標準に準拠した製品の相互接続性の検証

ユビキタスプラットフォーム技術の研究開発

自治体ＥＡ事業による自治体業務のモデル化、データ標準化

総
務
省

　自治体ＥＡ事業（自治体業務モデリング）

当面の目標当面の目標
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http://www.applic.or.jp/

APPLICの活動にぜひご参加ください

随時会員を募集しています

・標準仕様等の検討はオープンな体制で実施しています。
・入会方法はAPPLICのホームページをご確認ください。

アドバイザ・講師派遣の斡旋を行います

・会員または会員の紹介がある団体が地域情報化の推
進を目的としたセミナーや講習会を開催する場合、開
催趣旨に沿ったテーマについて講演等により施策の支
援が行える人材を紹介（マッチング）し、その派遣費用
を助成します。


